
人事行政の運営等の状況の公表について

令和6年10月

青森市総務部人事課



３　職員の給与の状況 P4

～　目　次　～

１　職員の任免及び職員数に関する状況 P1

２　職員の人事評価の状況 P3

４　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 P7

５　職員の休業の状況 P9

６　職員の分限及び懲戒処分の状況 P10

７　職員の服務の状況 P11

８　職員の退職管理の状況 P12

９　職員の研修の状況 P13

※目次「１　職員の任免及び職員数に関する状況」から「１０　職員の福祉及び利益の保護の状況」までは、
地方公務員法第58条の2に基づく報告について、同条第3項に基づき取りまとめた内容です。

※目次「１１　等級及び職制上の段階ごとの職員数」については、地方公務員法第58条の3に基づく報告につ
いて、同条第2項に基づき取りまとめた内容です。

【関係法令】地方公務員法（抜粋）

（人事行政の運営等の状況の公表）
第58条の2　任命権者は、次条に規定するもののほか、条例で定めるところにより、毎年、地方公共団体の長に対し、職員
　（臨時的に任用された職員及び非常勤職員（短時間勤務の職を占める職員及び第22条の2第1項第2号に掲げる職員を除
　く。）を除く。)の任用、人事評価、給与、勤務時間その他の勤務条件、休業、分限及び懲戒、服務、退職管理、研修
　並びに福祉及び利益の保護等人事行政の運営の状況を報告しなければならない。
２　人事委員会又は公平委員会は、条例で定めるところにより、毎年、地方公共団体の長に対し、業務の状況を報告しなけ
　ればならない。
３　地方公共団体の長は、前2項の規定による報告を受けたときは、条例で定めるところにより、毎年、第1項の規定による
　報告を取りまとめ、その概要及び前項の規定による報告を公表しなければならない。

（等級等ごとの職員の数の公表）
第58条の3　任命権者は、第25条第4項に規定する等級及び職員の職の属する職制上の段階ごとに、職員の数を、毎年、地方
　公共団体の長に報告しなければならない。
２　地方公共団体の長は、毎年、前項の規定による報告を取りまとめ、公表しなければならない。

１０　職員の福祉及び利益の保護の状況 P14

１１　等級及び職制上の段階ごとの職員数 P16

（注）本公表における対象職員は、特に注意書きがない限り、一般職に属する職員であり、再任用職員、フルタイム会計年
　　　度任用職員及び休職者を含み、臨時的任用職員、非常勤職員を除きます。



１　職員の任免及び職員数に関する状況

(1)総職員数 (単位：人)

R5.4.1 R6.4.1 比較

会計年度
任用職員

会計年度
任用職員

会計年度
任用職員

1,318 1,240 （54） 1,251 （41） 11 （△13） 779 790 11
705 588 （2） 575 （2） △13 （0） 218 211 △7
22 16 （0） 17 （0） 1 （0） 3 3 0

188 165 （2） 165 （1） 0 （△1） 75 72 △3
126 99 （2） 99 （0） 0 （△2） 42 46 4
11 7 （0） 7 （0） 0 （0） 1 1 0
9 8 （0） 8 （0） 0 （0） 0 0 0

19 13 （2） 12 （2） △1 （0） 6 6 0
275 238 （9） 235 （8） △3 （△1） 42 39 △3
154 102 （5） 95 （10） △7 （5） 91 95 4

2,827 2,476 （76） 2,464 （64） △12 （△12） 1,257 1,263 6
（注１）　（　　）内は、再任用短時間勤務職員数（外数）です。
（注２）　会計年度任用職員の職員数は、フルタイム会計年度任用職員及びパートタイム会計年度任用職員の総数です。

(2)部門別職員数 (単位：人)

R5.4.1 R6.4.1 比較

会計年度
任用職員

会計年度
任用職員

会計年度
任用職員

議 会 16 （0） 17 （0） 1 （0） 3 3 0
総 務 346 （28） 364 （20） 18 （△8） 149 156 7
税 務 99 （1） 102 （0） 3 （△1） 30 30 0
民 生 225 （5） 223 （4） △2 （△1） 398 425 27
衛 生 185 （5） 177 （4） △8 （△1） 88 66 △ 22
労 働 4 （0） 3 （0） △1 （0） 2 4 2
農林水産 77 （2） 74 （2） △3 （0） 34 37 3
商 工 59 （1） 61 （1） 2 （0） 4 5 1
土 木 169 （11） 171 （10） 2 （△1） 50 41 △ 9
小 計 1,180 （53） 1,192 （41） 12 （△12） 758 767 9

特別行政部門 教 育 264 （4） 264 （1） 0 （△3） 114 115 1
病 院 588 （2） 575 （2） △13 （0） 218 211 △ 7
水 道 142 （6） 142 （7） 0 （1） 30 27 △ 3

公 営 企 業 等 交 通 102 （5） 95 （10） △7 （5） 94 98 4
会 計 部 門 下 水 道 96 （3） 93 （1） △3 （△2） 12 12 0

そ の 他 104 （3） 103 （2） △1 （△1） 31 33 2
小 計 1,032 （19） 1,008 （22） △24 （3） 385 381 △ 4

2,476 （76） 2,464 （64） △12 （△12） 1,257 1,263 6
（注１）　（　　）内は、再任用短時間勤務職員数（外数）です。
（注２）　会計年度任用職員の職員数は、フルタイム会計年度任用職員及びパートタイム会計年度任用職員の総数です。
（注３）　各部門の職員数は、総務省の定員管理調査の区分によるものであり、各部局等に配置されている職種区分とは異なります。

(3)職種別職員数 (単位：人)

R5.4.1 R6.4.1 比較
a b b-a
1,233 1,242 9

74 75 1
53 51 △2

132 132 0
34 34 0
22 23 1
17 17 0
4 4 0
1 1 0
1 1 0
2 2 0

11 11 0
62 60 △2
59 61 2
3 3 0

28 29 1
377 361 △16
27 27 0
31 29 △2
5 6 1
7 7 0

10 10 0
64 57 △7

196 196 0
23 25 2

2,476 2,464 △12

R5.4.1 R6.4.1 比較

a b b-a

選 挙 管 理 委 員 会 事 務 部 局
監 査 委 員 事 務 部 局
農 業 委 員 会 事 務 部 局

水 道 事 業
自 動 車 運 送 事 業

市民病院を除く事務部局

市 民 病 院
議 会 事 務 部 局

事 務 部 局
学 校

合　　　計

事 務
電 気
機 械
土 木

計

R5.4.1 R6.4.1 比較

a b b-a
部　　門

一般行政部門

職種区分

区　　分 条例定数

市長事務部局

教 育 委 員 会

公 営 企 業

薬 剤 師
看 護 師
診 療 放 射 線 技 師

臨 床 検 査 技 師

そ の 他 の 技 師
保 育 士

※「公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律」に基づき公
益的法人等に派遣されている職員については、該当派遣先の機関において属し
ている職務の性格によりそれぞれ該当する部門に分類しました。

教 育
計

臨 床 工 学 技 士
理 学 療 法 士
そ の 他 の 医 療 職
バ ス 運 転 士
技 能 労 務

獣 医 師

栄 養 士
保 健 師
医 師

建 築
化 学
農 林
水 産
生 物
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(4)地位別職員数 (単位：人)

R5.4.1 R6.4.1 比較
a 男 女 b 男 女 b-a 男 女

部 長 級 24 22 2 25 22 3 1 0 1
次 長 級 28 22 6 26 22 4 △2 0 △2
課 長 級 185 154 31 183 149 34 △2 △5 3
主 幹 級 337 266 71 347 276 71 10 10 0
主 査 級 639 373 266 649 373 276 10 0 10
一般職員 1,263 674 589 1,234 654 580 △29 △20 △9

計 2,476 1,511 965 2,464 1,496 968 △12 △15 3

(5)年齢別職員数 (単位：人)

区分 ～20歳 21歳～25歳 26歳～30歳 31歳～35歳 36歳～40歳 41歳～45歳 46歳～50歳 51歳～55歳 56歳～60歳 61歳以上 計
R5.4.1　a 31 170 193 239 294 377 516 373 234 49 2,476
R6.4.1　b 23 172 203 207 286 357 494 419 251 52 2,464

b-a △8 2 10 △32 △8 △20 △22 46 17 3 △12

(6)令和5年度職員採用試験実施状況
①大学卒業程度 (単位：人、倍)

採用予定人数 申込者数 受験者数 1次試験合格者数 最終合格者数 競争率
18 125 111 44 20 5.6
3 21 21 6 1 21.0
3 0 0 0 0 -
1 2 2 2 2 1.0
1 1 1 1 0 -
1 2 2 2 1 2.0
1 6 3 1 1 3.0
1 2 2 1 0 -
1 2 1 0 0 -
1 0 0 0 0 -
1 2 2 2 1 2.0
1 0 0 0 0 -
3 29 27 6 4 6.8
3 13 11 6 4 2.8
3 9 8 5 2 4.0

②高校卒業程度・短大卒程度 (単位：人、倍)
採用予定人数 申込者数 受験者数 1次試験合格者数 最終合格者数 競争率

10 28 26 24 10 2.6
1 4 4 3 2 2.0
0 0 0 0 0 -
0 0 0 0 0 -
1 2 2 2 1 2.0
6 68 68 13 8 8.5
0 0 0 0 0 -
2 0 0 0 0 -

③障がい者 (単位：人、倍)
採用予定人数 申込者数 受験者数 1次試験合格者数 最終合格者数 競争率

4 4 1 0 -
1 1 1 0 -

④医療職 (単位：人、倍)
採用予定人数 申込者数 受験者数 1次試験合格者数 最終合格者数 競争率

1 0 0 0 0 -
20 40 40 29 4 10.0
29 3 2 2 2 1.0
4 2 2 2 2 1.0
3 6 5 3 3 1.7
6 2 2 2 2 1.0
5 1 1 1 1 1.0
1 8 7 1 1 7.0
0 0 0 0 0 -
3 4 4 3 3 1.3
4 2 2 1 1 2.0
1 5 4 1 1 4.0
1 2 2 1 1 2.0

⑤任期付職員 (単位：人、倍)
採用予定人数 申込者数 受験者数 1次試験合格者数 最終合格者数 競争率

1 1 1 0 0 -
試験職種

情 報 職

事務（大学卒業程度）
1

薬剤師（共同採用試験）

薬 剤 師
管 理 栄 養 士

消 防
社 会 福 祉 士

建 築
消 防

試験職種

看 護 師

保 健 師

精 神 保 健 福 祉 士

診 療 情 報 管 理 士

看 護 師 （ 専 任 教 員 ）

臨 床 検 査 技 師
臨 床 工 学 技 士
歯 科 衛 生 士

区分
左のうち男女別 左のうち男女別左のうち男女別

化 学

試験職種

機 械
機械(企業等職務経験者)

土 木

建築(企業等職務経験者)

試験職種
事 務
事務(企業等職務経験者)

電 気
電気(企業等職務経験者)

建 築
土木(企業等職務経験者)

診 療 放 射 線 技 師

化学(企業等職務経験者)

機 械

理 学 療 法 士

事務（高校卒業程度）

試験職種
獣 医 師

事 務
電 気

土 木

公認心理士・臨床心理士

看護師（共同採用試験）
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２　職員の人事評価の状況

(1)能力評価

：

：

：

：

：

：

：

(2)業績評価

：

：

：

：

：

：

：

14人

公営企業（水道事業・自動車運送事業） 345人

評価方法
　評価期間において職員がその職務を遂行するに当たり発揮した能力が標
準職務遂行能力に照らしてどうであるかを評価項目ごとに5段階の評語で評
価する。

評価方法
　職位に応じて当該ポストにある職員が、評価期間において具体的に果た
すべき役割を個人目標の形で明確にして、そのプロセスや到達水準も勘案
しつつ、それがどのくらい達成されたかを5段階の評語で評価する。

実施者数

（内訳）

公営企業（水道事業・自動車運送事業） 347人

市長事務部局（市民病院を含む。） 1,826人

議会事務部局 15人

対象者 すべての一般職の職員（フルタイム会計年度任用職員を除く）

2,418人

市長事務部局（市民病院を含む。） 1,770人

実施者数

（内訳）

議会事務部局 16人

教育委員会（事務部局・学校） 258人

選挙管理委員会事務部局 7人

監査委員事務部局 8人

農業委員会事務部局

令和4年10月1日～令和5年9月30日（8月1日）
フルタイム会計年度任用職員は、令和5年4月1日～令和6年3月31日（12月1日）

対象者 すべての一般職の職員

2,470人

評価期間（評価基準日） 令和5年4月1日～令和6年3月31日（2月1日）

選挙管理委員会事務部局 7人

監査委員事務部局 8人

農業委員会事務部局 13人

教育委員会（事務部局・学校） 254人

評価期間（評価基準日）
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３ 職員の給与の状況

(1)人件費の状況（普通会計決算）

区分
住民基本台帳

人　口
歳出額
（Ａ）

実質収支
人件費
（Ｂ）

人件費率
（Ｂ／Ａ）

前年度の
人件費率

千円 千円 千円 ％ ％

271,544 132,019,553 5,151,461 13,931,627 10.55 9.79

千円 千円 千円 ％ ％

267,520 136,641,299 6,025,266 13,396,993 9.80 10.55
（注）１　人口は、各年度1月1日現在の人数です。

(2)職員給与費の状況（普通会計決算）

給 与 費 1人当たり

給 料 職員手当
　期　末・
勤勉手当

計
（Ｂ）

給与費
（Ｂ／Ａ）

人 千円 千円 千円 千円 千円

1,457 5,350,704 1,022,047 2,015,410 8,388,161 5,757

人 千円 千円 千円 千円 千円

1,460 5,367,298 962,443 2,084,837 8,414,578 5,763
（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

２　職員数は、各年度４月１日現在の人数です。

(3)平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況

令和5年4月1日現在

一　般　行　政　職
平均給料
月　　額

平均給与
月　　額

平均年齢

円 円 歳

315,213 382,696 42.4

国 322,487 － 42.4

（注）１　平均給与月額は、給料月額、扶養手当、住居手当、通勤手当、時間外勤務手当などを含みます。

（この内容に対応した国の平均給与月額は公表されていません。）

２　再任用短時間勤務職員及びフルタイム会計年度任用職員は含んでいません。

(4)初任給の状況（一般行政職） 令和5年4月1日現在

　青 森 市 国

初任給
採用2年
経過日

初任給

円 円 円

191,700 204,200 185,200

高校卒 158,900 169,800 154,600

（注）　再任用短時間勤務職員及びフルタイム会計年度任用職員は含んでいません。

令和5年4月1日現在

区分
経験年数７年
以上10年未満

経験年数10年
以上15年未満

経験年数15年
以上20年未満

円 円 円

245,700 270,700 308,300

高校卒 225,200 243,400 278,000

（注）１　経験年数とは、卒業後直ちに採用されている場合は、採用後の年数をいいます。

２　再任用短時間勤務職員及びフルタイム会計年度任用職員は含んでいません。

(5)経験年数別及び学歴別平均給料月額の状況（一般行政職）

大学卒

区分

青森市

区分

大学卒

R5年度

R4年度

R5年度

区分
職員数
（Ａ）

R4年度
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(6)一般行政職の級別職員数の状況 令和5年4月1日現在

 区 分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級

主事
技師

主事
技師

主査 主幹 主幹
課長

副参事
次長
参事

部長
理事

人 人 人 人 人 人 人 人 人

177 269 383 77 141 104 21 18 1,190

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

14.9 22.6 32.2 6.5 11.8 8.7 1.8 1.5 100.0

(7)職員手当の状況

①扶養手当、住居手当及び通勤手当 令和5年4月1日現在

・配偶者又は父母等

行政職給料表7級相当以下…6,500円

　　行政職給料表8級相当…3,500円

　　行政職給料表9級相当以上…支給しない

・子…10,000円

・満16歳の年度初めから満22歳の年度末までの子

…1人につき5,000円を加算

・借家、借間･･･限度額27,000円

通勤距離が2km以上の場合支給

・バスなどの利用者･･･限度額70,000円 バスなどの利用者

・自動車などの使用者 　･･･限度額55,000円

四輪自動車以外･･･2,000円～24,500円 自動車などの使用者

四輪自動車　　･･･2,000円～46,000円 　･･･2,000～31,600円

②特殊勤務手当及び時間外勤務手当（令和5年度）

税務手当
清掃業務手当
下水処理作業手当

時間外勤務手当 職員1人当たりの平均支給年額 290,209円

区 　　分 全 職 種

特殊勤務手当

職員全体に占める手当支給職員の割合 32.9 ％

支給対象職員1人当たり平均支給年額 76,087 円

手当の種類 41 種類

代表的な手当

扶養手当 同 じ

住居手当
借家、借間
 ･･･限度額28,000円

通勤手当

区 　　分 青 森 市 国

計標 準 的 な
職 務 内 容

職員数

構成比

(注）再任用短時間勤務職員及びフルタイム会計年度任用職員は含んでいません。
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③期末・勤勉手当の支給割合 （令和5年度）

    期末手当     勤勉手当     期末手当     勤勉手当

フルタイム会計年度任用職員の期末手当支給割合は、年度計2.00月分です（勤勉手当なし）。

(注)　（　　）内は再任用職員に係る支給割合です。

※ 人事院及び青森県人事委員会による給与改定に係る勧告等を勘案し、引き上げたものです。

④退職手当 令和5年4月1日現在

20年

25年

35年

最高支給
限 度 額

(注)１人当たり平均支給額は、令和4年度に退職した全職員に支給した退職手当の平均です。

(8)特別職の報酬などの状況 令和5年4月1日現在

6月期 1.625 月分

12月期 1.675 月分

計 3.300 月分

議    員 580,000円

市　　長
1,000,000円 （令和5年度支給割合）

副 市 長
788,000円

議　　長 658,000円 （前年度比 +0.05月分）

副 議 長 603,000円

2%～45%加算

１人当たり
平均支給額

18,421千円 －

区　　分 給料・議員報酬月額 期  末　手　当

定年前早期
退職特例措

2%～20%加算

区　　分
青    森    市

国
 自己都合退職 定年退職

勤
続
年
数

19.66950月分 24.58688月分

同 じ
28.03950月分 33.27075月分

39.75750月分 47.70900月分

47.70900月分 47.70900月分

+0.025月分 +0.025月分 +0.025月分 +0.025月分
前年度比

+0.05月分 +0.05月分 +0.05月分 +0.05月分

区　　分
青    森    市 国

年度計
2.45月分 1.95月分 2.45月分 2.05月分

（1.375月分） （0.925月分） （1.375月分） （0.975月分）
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４　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

(1)一般職員の勤務時間の状況

(2)一般職員の年次有給休暇

(3)特別休暇の取得状況(令和5年度）

配偶者、子及び父母を追悼する場合 回忌等の祭事や法事に対して1日 57.76日 56

夏季における心身の健康の維持・増進等
6月から9月までの期間において4日以
内

9,292日 2,383

災害により滅失等した住居の復旧作業等 7日以内 0 0

災害・交通機関の事故等により出勤が著し
く困難な場合

必要と認められる期間 117日 38

災害時に退勤途上の身体の危険を回避する
場合

必要と認められる期間 0 0

負傷又は病気の中学校就学前の子の看護を
する場合

5日以内（養育する中学校就学の始期
に達するまでの子が2人以上の場合は
10日以内）

2,101.1日 388

短期の介護をする場合
5日以内（要介護者が2人以上の場合は
10日以内）

475.45日 112

親族が死亡した場合 親族に応じ連続する日数 1,038日 338

妊娠中及び出産後1年以内の女子職員が健
康診査を受ける場合

・妊娠満23週までは4週間に1回
・妊娠満24週から満35週までは2週間
に1回
・妊娠満36週から出産までは1週間に1
回
※それぞれ1回について1日の正規の勤
務時間の範囲内で必要と認められる期
間

19.0日 12

妻が出産する場合
職員の妻が出産した日以降30日以内に
おいて4日以内

69.0日 23

育児参加をする場合 5日以内 58.29日 15

必要と認められる期間 0.42日 1

ボランティア活動に参加する場合 5日以内 0 0

結婚する場合
連続する7日以内（週休日及び休日を
除く）

97日 18

女子職員の出産
出産の予定日以前8週間（多胎妊娠の
場合は14週間）及び出産の日後8週間

3,313日 41

職員が生後満1年6か月に達しない乳児の授
乳等を行う場合

1日2回　各60分以内の期間 1,836.75ｈ 22

妊婦の通勤緩和
勤務時間の始め又は終わりにつき、1
日を通じて1時間以内

102.75h 3

終 了 時 刻 17時00分

区　　分 内　　容

付 与 日 数 (1 年 間 ) 20日以内
繰 越 限 度 日 数 (1 年 間 ) 20日以内
平均取得日数(R5年度実績) 15.0日

地方公務員法第24条第5項の規定に基づき、条例で規定しています。

下記が一例となりますが、勤務する施設等の業務時間等により勤務時間が異なる場合があります。

区　　分 例

１週間の正規の勤務時間 38時間45分
１日の正規の勤務時間　 7時間45分
開 始 時 刻 8時30分

（注）平均取得日数は、令和5年度中に育児休業、休職又は停職期間のある職員及び中途採用、中途退職、
　　派遣期間のある職員は含んでいません。

区 分 期 間 取得期間 対象者（人）

出生サポート
5日以内（当該通院等が体外受精又は
顕微授精に係るものである場合にあっ
ては、10日以内）

16.55日 5

公民としての権利を行使する場合 必要と認められる期間 0.39日 1

裁判員、証人等として国会、裁判所等に出
頭する場合

必要と認められる期間 1.03日 1

骨髄提供者となる場合
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(4)病気休暇の取得状況(令和5年度） （単位：日、人）

（注）日数は、週休日を含む日数です。

(5)介護休暇の取得状況(令和5年度） （単位：人）

（単位：人）

公務上の負傷疾病 療養に必要と認める期間 109.83 10

女子職員の生理 2日以内の期間 114.32 21

区　　　　分 期　　　　間 日　数 対象者（実人数）

4月を超え
5月以下

0男性職員 0 0 0 0 0 0 0 0

上記以外の負傷又は疾病
90日以内の期間（任命権者が特に必要
と認めるものは180日以内）

11,261.88 287

計 11,486.03 318

区分
介護休暇
取得者数

要介護者数（職員との続柄別）

配偶者 父母 子 配偶者の父母 祖父母 兄弟姉妹 孫 その他

0 0 0 0 0 0

計 3 0 3 0 0 0 0 0 0

女性職員 3 0 3

5月超え

女性職員 3 3 0 0 0 0 0

男性職員 0 0 0 0 0 0 0

区分

介護休暇承認期間

計 1月以下
1月を超え
2月以下

2月を超え
3月以下

3月を超え
4月以下

計 3 3 0 0 0 0 0

（注）介護休暇…配偶者等で2週間以上にわたり日常生活を営むのに支障があるものの介護をする
　　　　　　　　場合、連続する6月の期間内において必要と認められる期間取得できます。
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５　職員の休業の状況

育児休業等の取得状況
（単位：人）

(注1)育児休業…子が3歳に達する日まで休業することができます。
　 　部分休業…子が小学校就学の始期に達する前日まで、1日を通じて2時間以内で休業すること
　 　　　　　　ができます。
　 　育児短時間勤務…子が小学校就学の始期に達する前日まで、条例等で定める短時間勤務形態
 　　　　　　　　　　での勤務となります。
(注2)上段は令和5年度に新たに取得した者の数
　　 下段は令和4年度以前から引き続いて取得している者の数

(1)育児休業承認期間（令和5年度中に新たに取得した職員について） （単位：人）

6月超え 1年超え 1年6月超え 2年超え

1年以下 1年6月以下 2年以下 2年6月以下

男性職員 19 2 0 0 0 0 21
女性職員 4 10 3 3 3 6 29

計 23 12 3 3 3 6 50

(2)部分休業承認期間（令和5年度中に新たに取得した職員について） （単位：人）

1年超え 2年超え 3年超え 4年超え

2年以下 3年以下 4年以下 5年以下

男性職員 1 0 0 0 0 0 1
女性職員 0 1 0 1 4 1 7

計 1 1 0 1 4 1 8

1日の部分休業取得時間（平均） （単位：人）

30分超え 60分超え

60分以下 90分以下

男性職員 0 0 0 1 1
女性職員 0 2 2 3 7

計 0 2 2 4 8

区分 6月以下 2年6月超え 計

区分 1年以下 5年超え 計

区分 30分以下 90分超え 計

育児休業 部分休業 育児短時間 育児休業

取得者数 取得者数 勤務者数 対象者数 うち育児休業 うち部分休業 うち育児短時間

取得者数 取得者数 勤務者数

21 1 0

0 0 0

29 7 0

24 41 1

50 8 0

24 41 1

区分

令和5年度の取得者数

区分

令和5年度中に新たに育児休業が取得可能となった職員数

男性職員 男性職員 28 18 0 0

0 0

計 47 0 0

女性職員 女性職員 2929

計 57

9



６　職員の分限及び懲戒処分の状況

(1)分限処分

①分限処分の種類

②令和5年度分限処分件数(ここでいう「法」とは地方公務員法を指す。以下同じ。) （単位：人）

種　　類

　　　事　　由

0 0 70 0 70 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

（注1）件数は令和5年度中に発令したもの。

（注2）非常勤職員を含みます。

(2)懲戒処分

①懲戒処分の種類（効果）

②令和5年度懲戒処分件数 （単位：人）

種　　類

　　　事　　由

法令に違反した場合 法第29条第1項第1号 1 0 1 0 2 4

計 2 0 1 1 4 18

（注1）件数は令和5年度中に発令したもの。

（注2）非常勤職員を含みます。

1 2 14

全体の奉仕者たるにふさわ
しくない非行のあった場合

法第29条第1項第3号 0 0 0 0 0 0

職務上の義務違反又は職務
を怠った場合

法第29条第1項第2号 1 0 0

0 0 0

　懲戒処分は、当該公務員に職務上の義務違反、その他、単なる労使関係の見地においてではなく、国民全体の奉
仕者として、公共の利益のために勤務することをその本質的な内容とする勤務関係の見地において、公務員として
ふさわしくない非行がある場合に、その責任を確認し、公務員関係の秩序を維持するため科される制裁であり、職
員の一定の義務違反に対する道義的責任を問うことにより、公務における規律と秩序を維持することを目的とする
処分です。

戒告 減給 停職 免職 合計 訓告等

条例で定める事由による
場合

法第27条第2項 0 0 0

　　エ　免職　職員を懲罰として義務違反を行った職員の身分を奪い、勤務関係から排除する処分のこと。

0 0 0

職制、定数の改廃、予算の
減少による過員を生じた場
合

法第28条第1項第4号 0 0 0

刑事事件に関し起訴され
た場合

法第28条第2項第2号 0 0 0

0 0

0 0 0

　分限処分とは、公務能率の維持及びその適正な運営の確保の目的から、一定の事由がある場合に、職員の意に反
する不利益な身分上の変動をもたらす処分をする権限を任命権者に認める処分であり、他方、職員の身分保障の観
点からはその処分権限を発動し得る場合を限定したものです。

降任 免職 休職 降給 合計 失職

0 0 0

地公法第28条第４項により失職した者

地公法第28条第４項に基づく条例により失職しなかった者

職務に必要な適格性を欠
く場合

法第28条第1項第3号 0

人事評価又は勤務の状況
を示す事実に照らして、
勤務実績がよくない場合

法第28条第1項第1号 0 0 0

0 0 0

　　ア　戒告　職員の服務規律違反の責任を確認し、その将来を戒める処分のこと。

　　イ　減給　一定期間、職員の給料の一定割合を減額して支給する処分のこと。

　　ウ　停職　職員を懲罰として職務に従事させない処分のこと。

　　ア　降任　職員の現に有する職よりも下位の職に任命する処分のこと。

　　イ　免職　公務能率を維持する見地から、職員をその意に反してその職を失わせること。

　　ウ　休職　職員に職を保有させたまま、一定期間職務に従事させない処分のこと。

　　エ　降給　職員が現に決定されている給料よりも低い額の給料に決定する処分のこと。

計

心身の故障の場合
法第28条第1項第2号、
第2項第1号

0 0 70 0 70 0
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７　職員の服務の状況

(1)職務に専念する義務の免除

免除の状況に関するもの（令和5年度実績） （単位：件）

研修を受ける場合 0

厚生に関する計画の実施に参加する場合 2,651 定期健康診断、人間ドック等

任命権者の定める場合 1,010

370 県知事選挙及び市長選挙等

0

0

640 精密検査受診等

3,661

(2)営利企業への従事等の制限

①制限される行為

ア　営利企業等の役員を兼ねること。

イ　自ら営利を目的とする私企業を営むこと。

ウ　報酬を得て何らかの事務又は事業に従事すること。

②許可の状況（令和5年度実績） （単位：件）

営利企業等の役員を兼ねること 1 市の出資する企業の役員への就任等

自ら営利を目的とする私企業を営むこと 2 不動産の賃貸等

報酬を得て何らかの事務又は事業に従事すること 7 予備自衛官等

10

　職員は、市長をはじめとする任命権者の許可を受けなければ、商業、工業又は金融業その他の営利企業等
の役員を兼ねること、自ら営利企業を営むこと及び報酬を得て何らかの事務又は事業に従事することができ
ないこととされております。

国勢調査等への従事によるもの

その他

計

区　　　分 許可件数 左の主な内容

(注) 消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律第10条の施行に伴い、同法に基づく消防団員との兼職の承
認を受けた場合は、地方公務員法第38条第1項の兼業許可を要しないこととされています。

計

（参考）消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律第10条の規定に基づき、消防団員との兼職

　　　　を認めた件数　　・・・　　13件

　職員は、その勤務時間及び職務上の注意力のすべてをその職責遂行のために用い、当該地方公共団体がな
すべき責を有する職務にのみ従事しなければならないものでありますが、例外的に法律又は条例に特別の定
めがある場合には免除されます。

区　　　分 許可件数 左の主な内容

選挙事務への従事によるもの

組合事務への従事によるもの

11



(単位：人)

一般行政職 0 1 25 18 0 1 0 0 45
医療職 0 7 31 8 0 0 0 0 46
消防職 0 1 10 4 0 0 0 0 15
企業職 0 0 4 6 0 0 0 0 10
技能労務職 0 0 0 3 0 0 0 0 3
教育職 0 0 2 0 0 0 0 0 2

計 0 9 72 39 0 1 0 0 121

(2)退職者の再就職状況

市が出資する
公社等

その他民間団
体等

国、地方公共
団体等

地方独立行政
法人

再任用
その他（非常
勤特別職等）

145 0 18 11 0 42 14

うち課長級以
上の退職者 24 0 2 1 0 14 1

(3)退職管理制度について

【参考】退職管理制度概要
○再就職情報の届出及び公表に関する取扱い（青森市職員の退職管理に関する条例及び規則に基づく）

退職時職位

課長級以上

主幹級以下

○退職管理に係る規制違反に対する罰則等（地方公務員法に基づく）

区分

求職活動
職員が不正な行為をすること等の見返りとして、営利企業等に対して自身が当該
営利企業の地位に就くことを要求し、又は約束した場合

３年以下の懲役

元職員によ
る働きかけ

職員が元職員から働きかけを受けた事実を人事委員会（公平委員会）へ届け出な
かった場合

懲戒処分の対象

再就職
あっせん

職員が不正な行為をすること等の見返りとして、営利企業等に対して他の職員又
は元職員を当該営利企業等の地位に就かせることを要求・依頼した場合

３年以下の懲役

元職員が現職職員に対して、働きかけをした場合
（不正な行為をするよう働きかけた場合を除く。）

１０万円以下の過料

元職員が現職職員に対して、不正な行為をするように働きかけた場合
１年以下の懲役又は
５０万円以下の罰金

職員が元職員の働きかけに応じて不正な行為を行った場合
１年以下の懲役又は
５０万円以下の罰金

合計
分限免職 懲戒免職 失職 死亡退職

○ 氏名等 氏名等

× ○ 件数 件数

(注)営利企業等以外への再就職者については条例に基づく届出及び公表の対象外ですが、職員の再就職に係る公平性、

　　透明性を高めることを目的に、任意で再就職情報を公表します。

規制違反の内容 罰則等

再任用職員（フル・短時間） × ○ × 件数

退職者数
（※1）

※1令和4年8月1日から翌年7月31日までに退職した職員。ただし臨時的に任用された職員、条件付採用期間中の職員及び非常勤職員
　（地方公務員法第28条の5第1項に規定する短時間勤務の職を占める職員を除く。）を除きます。

※2任命権者又はその委任を受けた者の要請に応じ地方公務員又は国家公務員となるため退職し、引き続き地方公務員等となった
   場合を除きます。

再任用の場合 再就職した場合 再任用の場合 再就職した場合

※3市への再就職者数には、再任用及び青森地域広域事務組合に再就職した者を含みます。

再就職情報の届出

(退職後２年間に再就職した場合)

　平成22年度に制定した「青森市退職職員の再就職の取扱いに関する要綱」に基づき、平成23年3月31日以降の退職者を
対象に、退職後の営業活動等の自粛要請及び再就職状況の届出並びに再就職状況の公表について実施してきたところで
すが、平成26年5月に改正された地方公務員法及びそれに基づき制定した「青森市職員の退職管理に関する条例」並びに
「青森市職員の退職管理に関する規則」に基づき、平成28年3月31日以降の退職者からは、新たな退職管理制度に移行し
ています。

退職時職員区分 再就職情報の公表内容

(注)令和5年度から2年に1歳ずつ段階的に定年が引き上げられ、令和13年度以降は原則として定年が65歳となります。

一般職員
×

８　職員の退職管理の状況

(1)令和5年度職種別事由別退職者数
その他

市への再就職者数
（※3）

全体

うち
営利企業等への再就
職者数

うち
営利企業等以外への
再就職者数（※2）

職種 定年退職 早期退職 普通退職 任期満了
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研修実績（令和5年度） （単位：人）

事業区分 実施区分 研修名 対象職員 実績

新採用職員研修（前期） R5年度採用職員 73

新採用職員研修（中期） R5年度採用職員 69

新採用職員研修（後期） R5年度採用職員 49

採用三年目主事級職員研修 R3年度採用職員 82

中堅職員研修（市の方向性・政策形成）
H29年度採用職員（高卒程度）
H31年度採用職員（大卒程度）
R2年度採用職員（企業経験）

45

中堅職員研修（接遇）
H29年度採用職員（高卒程度）
H31年度採用職員（大卒程度）
R2年度採用職員（企業経験）

39

中堅職員研修（庁内ワークショップ）
H29年度採用職員（高卒程度）
H31年度採用職員（大卒程度）
R2年度採用職員（企業経験）

38

新任主査級職員研修（主査級職員の役割） R5年度新任主査級職員 43

新任主査級職員研修（接遇） R5年度新任主査級職員 42

新任主査級職員研修（リーダーシップ） R5年度新任主査級職員 44

新任ＴＬ職員研修（新任ＴＬとしての役割と責任、会計事
務、防災のしくみ）

R5年度新任ＴＬ 34

新任ＴＬ職員研修（クレーム対応） R5年度新任ＴＬ 37

新任ＴＬ等職員研修（メンタルヘルス・ハラスメント） R5年度新任ＴＬ 38

新任ＴＬ職員研修（マネジメント） R5年度新任ＴＬ 33

新任ＴＬ職員研修（人事評価） R5年度新任ＴＬ 33

新任課長研修（課長の役割、防災のしくみ） R5年度新任課長職員 20

新任課長研修（リスクマネジメント） R5年度新任課長職員 21

新任課長研修（マネジメント） R5年度新任課長職員 22

新任次長級・新任課長職員研修（人事評価） R5年度新任次長級職員・課長職員 23

管理者研修（イマドキ世代の育て方） 課長級以上の職員 87

再任用職員研修 R5新任再任用職員 16

会計年度任用職員研修 R5新任会計年度任用職員 64

青函合同政策立案研修 部等の長が指名する者 10

住民基本台帳ネットワークシステム新任操作者研修
公的個人認証サービス新任業務担当者研修

住民基本台帳ネットワークシステム新任操作担当
公的個人認証サービス新任業務担当 210

資格取得研修等（社会福祉主事研修を含む） 部等の長が指名する者等 82

会計庶務事務研修 各課等における会計事務担当職員 36

会計処理・公金取扱事務等研修 現金出納員・分任出納員・現金取扱員 24

接遇研修（窓口担当職員等） 所属長が指名する者 54

ＡＥＤ講習 所属長が指名する者 0

不当要求防止責任者講習
窓口業務、賦課徴収業務、許認可業務、担当部署の各課
等の長及び、各課等の長が指名したチームリーダー

17

管理者セミナー 課長級以上の職員 17

専門研修 主事級職員 0

女性の働き方研修 主事～主幹級の職員 9

ICT動画研修 希望者 4

1,415

県実施 通信教育 希望者 1

自治大学校実施 ｅ－ラーニング 希望者 0

市実施 ｅ－ラーニング 希望者 13

14

総務省（R5年10月派遣） R5年度派遣者 1

経済産業省　中小企業庁 R5年度派遣者 1

国土交通省 R5年度派遣者 1

青森県 R5年度派遣者 0

蓬田村（連携中枢都市圏人事交流） R5年度派遣者 1

外ヶ浜町（連携中枢都市圏人事交流） R5年度派遣者 1

東北自治研修所 希望者 14

短期研修（市町村アカデミー等） 希望者 7

選択研修 希望者 20

せんだい大志塾 希望者 1

県DX推進課・県市町村課 希望者 18

その他 1

66

1,495合計

特別研修

自己啓発研修-小計

派遣研修

実務研修

実務研修以外

派遣研修-小計

９　職員の研修の状況

必修研修

階層別研修

必修研修-小計

自己啓発研修
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１０ 職員の福祉及び利益の保護の状況

(1)健康診断等の状況（令和5年度） （単位：人）

身体測定・視力・聴力・診察 1,073

胸部Ｘ線 966

心電図 700

尿検査 974

血圧 1,073

血液検査 1,073

327

人間ドック（基本） 1,054

人間ドック（肺） 108

人間ドック（脳） 128

人間ドック（女性） 317

73

7,866

(2)公務災害の発生状況（令和5年度） （単位：人）

公務災害 12 12 0 0

通勤災害 6 6 0 0

(3)職員互助会の設置状況（令和5年4月1日現在）

会員者数

2,610

230

(4)青森県市町村職員共済組合及び職員互助会の給付事業（主なもの）

事項 共済組合 職員互助会

結婚 - 結婚祝金

死亡 埋葬料 死亡弔慰金

病気・けが 療養費 入院見舞金

災害 災害見舞金 災害見舞金

出産 出産費 出産祝金

入学・卒業 - 入学・卒業祝金

永年勤続 - 永年勤続給付金

育児休業 育児休業手当金 -

介護休業 介護休業手当金 介護休業給付金

病気休業 傷病手当金 病気休業給付金

（注）職員互助会の給付事業は、会員掛金だけで運営しています。

青森市職員互助会

青森市水道部職員互助会

区分 項目 受診者数

区分 申請件数 認定件数 不認定件数

互助会名

継続審議件数

定期健康診断

特 殊 健 康 診 断

雇 入 時 健 康 診 断

計（延べ）

希 望 者 検 診

（単位：人）

14



(5)勤務条件に関する措置要求の状況 （単位：人）

(6)不利益処分に関する不服申立ての状況 （単位：人）

分限処分

懲戒処分

その他

計 0 0 0 0

令和5年3月31日現在
継続件数

令和5年度中
措置要求件数

令和5年度中
処理件数

令和6年3月31日現在
継続件数

区分
令和5年3月31日現在

継続件数
令和5年度中

不服申立て件数
令和5年度中
処理件数

令和6年3月31日現在
継続件数

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0
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１１　等級及び職制上の段階ごとの職員数（令和6年4月1日現在）　　　　　（注）フルタイム会計年度任用職員を除く

行政職給料表

等級 等級別基準職務表に規定する基準となる職務 合計（人） 合計（％） 職名 職名（人） 職制（人） 職制（％） 職制段階

1 210 15.3 部付 2 528 38.3 主事級

主事 187

技師 20

司書 1

2 318 23.1 部付 7

主事 242

技師 39

保育士 1

専任員 29

3 441 32.0 部付 6 441 32.0 主査級

主査 414

主任司書 4

文化財主査 3

専任員 14

4 76 5.5 部付 1 261 19.0 主幹級

主幹（ＴＬ） 59

主幹 16

5 185 13.4 部付 3

主幹（ＴＬ） 149

主幹 24

所長 8

副所長 1

6 107 7.7 部付 3 107 7.7 課長級

課長 66

副参事（ＴＬ） 3

副参事 13

支所長 5

室長 5

館長 2

所長 4

事務長 2

事務局次長 2

場長 1

分室長 1

7 20 1.5 次長 14 20 1.5 次長級

危機管理監 1

教育次長 1

参事 1

場長 1

事務局次長 1

副会計管理者 1

8 20 1.5 部長 11 20 1.5 部長級

理事 2

事務局長 5

教育部長 1

会計管理者 1

9 重要な業務を所掌する部長の職務 0 0.0

合計 1,377 100.0

課長又は副参事の職務

次長又は参事の職務

部長又は理事の職務

主事又は技師の職務

高度の知識又は経験を必要とする主事又は
技師の職務

主査の職務

高度の知識又は経験を必要とする主幹の職
務

主幹の職務
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公安職給料表

等級 等級別基準職務表に規定する基準となる職務 合計（人） 合計（％） 職名 職名（人） 職制（人） 職制（％） 職制段階

1 係員の職務 0 0.0

2 主任、副主任又は高度の知識若しくは経験
を必要とする係員の職務

0 0.0

3 主査、係長又は隊長（以下「主査等」とい
う。）の職務

0 0.0

4 主幹、分署長又は高度の知識若しくは経験
を必要とする主査等の職務

0 0.0

5 課長又は副所長の職務 0 0.0

6 署長の職務 0 0.0

合計 0 0.0

教育行政職給料表（一）

等級 等級別基準職務表に規定する基準となる職務 合計（人） 合計（％） 職名 職名（人） 職制（人） 職制（％） 職制段階

1 指導主事又は社会教育主事（次項において
「指導主事等」という。）職務

0 0.0

2 主査又は相当高度の知識若しくは経験を必
要とする指導主事等の職務

0 0.0

3 主幹、主任指導主事又は管理主事の職務 0 0.0

4 課長、所長又は副参事の職務 0 0.0

合計 0 0.0

教育行政職給料表（二）

等級 等級別基準職務表に規定する基準となる職務 合計（人） 合計（％） 職名 職名（人） 職制（人） 職制（％） 職制段階

1 指導主事又は社会教育主事（次項において
「指導主事等」という。）職務

0 0.0 専任員 0 0 0.0 主事級

2 主査又は相当高度の知識若しくは経験を必
要とする指導主事等の職務

16 66.7 主査 16 16 66.7 主査級

3 主幹、主任指導主事又は管理主事の職務 2 8.3 主幹（TL) 2 2 8.3 主幹級

4 6 25.0 課長 2 6 25.0 課長級

副参事 4

合計 24 100.0

医療職給料表（一）

等級 等級別基準職務表に規定する基準となる職務 合計（人） 合計（％） 職名 職名（人） 職制（人） 職制（％） 職制段階

1 医師又は歯科医師（以下「医師等」とい
う。）の職務

6 9.8 医師 6 6 9.8 主事級

2 15 24.6 部長（医師） 4 49 80.4 課長級

副院長（医師） 9

医師 2

3 37 60.7 部長（医師） 31

副医療局長 3

副院長 3 3 4.9 次長級

4 3 4.9 院長 2 3 4.9 部長級

所長 1

合計 61 100.0

課長、所長又は副参事の職務

副医療局長、部長、副部長若しくは中央手
術センター長（以下「部長等」という。）
又は相当の経験を必要とする医師等の職務

副院長、医療局長、心臓・血管センター長
若しくは室長（以下「副院長等」とい
う。）又は相当の経験を必要とする部長等
の職務

院長、保健所長又は相当の経験を必要とす
る副院長等の職務
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医療職給料表（二）

等級 等級別基準職務表に規定する基準となる職務 合計（人） 合計（％） 職名 職名（人） 職制（人） 職制（％） 職制段階

1 4 3.3 栄養士 1 61 50.0 主事級

歯科衛生士 1

診療放射線技師 1

理学療養士 1

2 57 46.7 薬剤師 15

栄養士 6

理学療法士 3

作業療法士 2

診療放射線技師 11

臨床検査技師 14

臨床工学技士 4

言語聴覚士 1

獣医師 1

3 14 11.5 主査 3 44 36.1 主査級

主任薬剤師 1

主任診療放射線技師 2

主任臨床検査技師 4

主任言語聴覚士 1

主任理学療法士 1

主任作業療法士 1

主任歯科衛生士 1

4 33 27.1 主査 1

主査（ＴＬ） 0

主任薬剤師 5

主任診療放射線技師 8

主任臨床検査技師 6

主任栄養士 4

主任理学療法士 2

主任歯科技工士 1

主任臨床工学技士 2

主任視能訓練士 1

診療放射線副技師長 2 13 10.6 主幹級

副作業療法士長 1

5 12 9.8 主幹（ＴＬ） 2

診療放射線副技師長 1

臨床検査副技師長 3

診療放射線技師長 1

薬剤長 1

副薬剤長 2

診療放射線技師長 1 3 2.5 課長級

副医療技術局長 1

6 2 1.6 薬剤長 1

参事 1 1 0.8 次長級

合計 122 100.0

栄養士、臨床検査技師、衛生検査技師、臨
床工学技士若しくは言語聴覚士（学歴免許
が短大卒のものに限る。以下「短大卒栄養
士等」という。）、診療放射線技師、理学
療法士、作業療法士、視能訓練士、義肢装
具士、歯科衛生士、歯科技工士、あん摩
マッサージ指圧師、はり師又は柔道整復師
（以下「診療放射線技師等」という。）の
職務

薬剤師、獣医師若しくは栄養士、臨床検査
技師、衛生検査技師、臨床工学技士若しく
は言語聴覚士（学歴免許が大学卒のものに
限る。以下「大学卒栄養士等」という。）
又は高度の技術、経験を必要とする短大卒
栄養士等若しくは診療放射線技師等の職務

主任薬剤師、主任診療放射線技師、主任理
学療法士、主任作業療法士、主任歯科衛生
士、主任歯科技工士、主任栄養士、主任臨
床検査技師、主任臨床工学技士、主任視能
訓練士又は主査（以下「主任薬剤師等」と
いう。）の職務

副薬剤長、診療放射線副技師長、副理学療
法士長、臨床検査副技師長若しくは主幹
（以下「副薬剤長等」という。）又は高度
の技術若しくは経験を必要とする主任薬剤
師等の職務

副医療技術局長、薬剤長、診療放射線技師
長、臨床検査技師長若しくは課長、所長若
しくは副参事又は高度の技術若しくは経験
を必要とする副薬剤長等の職務

医療技術局長若しくは次長、参事又は高度
の技術若しくは経験を必要とする薬剤長の
職務
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医療職給料表（三）

等級 等級別基準職務表に規定する基準となる職務 合計（人） 合計（％） 職名 職名（人） 職制（人） 職制（％） 職制段階

1 准看護師の職務 0 0.0

2 323 76.5 准看護師 1 323 76.5 主事級

専任教員 3

看護師 278

保健師 39

専任員 2

3 9 2.1 主査 2 60 14.2 主査級

主任看護師 7

4 51 12.1 主査 9

教務主任 1

主任看護師 41

5 31 7.4 主幹 1 31 7.4 主幹級

主幹（ＴＬ） 5

教務主幹 1

看護師長 24

6 8 1.9 副参事 1 8 1.9 課長級

副看護局長 3

課長 2

所長 1

総看護師長 1

合計 422 100.0

技能労務職員等給料表

等級 等級別基準職務表に規定する基準となる職務 合計（人） 合計（％） 職名 職名（人） 職制（人） 職制（％） 職制段階

1 技能技師又は技能主事の職務 0 0.0

2 4 2.2 技能技師 2 179 100.0 技能労務職

技能主事 1

専任員 1

3 0 0.0

4 25 14.0 技能技師 3

技能主事 22

5 150 83.8 部付 1

主任技能技師 75

主任技能主事 74

合計 179 100.0

主任技能技師又は主任技能主事の職務

高度の技能又は経験を必要とする技能技師
又は技能主事の職務

高度の技能又は経験を必要とし、困難な業
務を行う技能技師又は技能主事の職務

保健師、助産師、看護師、高度の技術若し
くは経験を必要とする准看護師又は専任教
員の職務

相当の技能又は経験を必要とする技能技師
及び技能主事の職務

主査、主任看護師又は教務主任（以下「主
任看護師等」という。）の職務

高度の技術又は経験を必要とする主任看護
師等の職務

看護師長又は教務主幹の職務

看護局長、総看護師長、副看護局長又は総
括教務主幹の職務
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企業職給料表（一）

等級 等級別基準職務表に規定する基準となる職務 合計（人） 合計（％） 職名 職名（人） 職制（人） 職制（％） 職制段階

1 28 10.8 主事 3 101 39.0 主事級

技師 25

2 73 28.2 主事 13

技師 51

専任員 9

3 102 39.4 主査（ＴＬ） 2 102 39.4 主査級

主査 100

4 11 4.2 主幹（ＴＬ） 7 40 15.4 主幹級

主幹 2

所長 1

専門検査員 1

5 29 11.2 主幹（ＴＬ） 25

主幹 2

専門検査員（ＴＬ） 1

専門検査員 1

6 12 4.6 課長 10 12 4.6 課長級

所長 1

場長 1

7 次長及び参事並びにこれに相当する職務 2 0.8 次長 2 2 0.8 次長級

8 2 0.8 部長 2 2 0.8 部長級

9 重要な業務を所掌する部長並びにこれに相
当する職務

0 0.0

合計 259 100.0

企業職給料表（二）

等級 等級別基準職務表に規定する基準となる職務 合計（人） 合計（％） 職名 職名（人） 職制（人） 職制（％） 職制段階

1 運輸主事、運転士又は整備士の職務 0 0.0

2 23 27.4 専任員 9 84 100.0 技能労務職

運輸主事 1

整備士 1

運転士 12

3 0 0.0

4 30 35.7 技能技師 2

副主任運輸主事 2

副主任運転士 25

副主任整備士 1

5 31 36.9 主任運輸主事 8

主任運転士 20

主任整備士 1

主任技能技師 2

合計 84 100.0

主事及び技師等(以下「主事等」という。)
の職務

高度の知識又は経験を必要とする主事等の
職務

主査並びにこれに相当する職務

高度の技能又は経験を必要とする副主任運
輸主事、副主任運転士又は副主任整備士の
職務

主任運輸主事、主任運転士又は主任整備士
の職務

相当の技能又は経験を必要とする運輸主
事、運転士又は整備士の職務

副主任運輸主事、副主任運転士又は副主任
整備士の職務

主幹並びにこれに相当する職務(以下「主幹
等」という。)

高度の知識又は経験を必要とする主幹等の
職務

課長及び副参事並びにこれに相当する職務

部長及び理事並びにこれに相当する職務
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